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第１ 平成２７年度予算概算要求の基本方針とポイント 

 

（全体方針） 

○ 平成２７年度予算においては、東日本大震災からの復興を加速させると

ともに、地方創生と人口減少の克服、防災・減災対策、国土強靱化、イン

フラ老朽化対策等の国民の安全・安心の確保、国際競争力の強化をはじめ

とした成長戦略の具体化等に対して着実に取り組む。 

○ 特に、政府全体として、個性あふれる地方の創生により、経済の好循環

の波を全国に広げ、各地域で若者が元気に働き、子どもを育て、次世代へ

と豊かな暮らしをつないでいく取組が重要とされており、国土交通省とし

ても「国土のグランドデザイン 2050」に示された「コンパクト＋ネットワ

ーク」等の考え方に基づく戦略的な取組を展開する。 

○ また、ハードとソフトを融合させた取組を進めるとともに、既設のイン

フラを賢く使うことにより、効果的に政策目的の達成を図る。 

 

（真に必要な公共事業予算の確保） 

○ 我が国を取り巻く諸課題に計画的に対応し、また、地域におけるインフ

ラの維持管理や災害対応等を担う建設企業が中長期的な建設投資の姿を見

通せるよう、必要な公共事業予算を安定的・持続的に確保する必要がある。 

○ このため、公共事業予算は、平成２５年度予算において、これまでの右

肩下がりの削減に歯止めをかけ、平成２６年度予算においてもほぼ横ばい

の水準を確保したところである。 

○ 平成２７年度予算においても、通常の要求及び「新しい日本のための優

先課題推進枠」に係る要望を最大限活用し、対前年度比１．１６倍の要求・

要望を行う。 

 

（効率的・円滑な事業の実施） 

○ 限られた財政資源の中での効率的な事業執行に向け、投資効果の高い事

業への重点化を進めるとともに民間の資金やノウハウを積極的に活用する。 

○ 要求に際しては、行政事業レビューの結果等の的確な反映等を行い、予

算の無駄を排除する。 

○ 公共工事の円滑な施工の確保のため、人材や資材の円滑な確保を図りつ

つ、最新の労務単価の適用等による適正価格による契約、技術者・技能者

の効率的活用のための発注ロットの大型化などの適切な規模での発注等の

徹底に努める。 



《概算要求の規模》 

 

 

○一般会計予算 

 

 

 公共事業関係費     ６兆    ..１２１億円（対前年度１．１６倍） 

 

 

 非公共事業          ６，７４９億円（対前年度１．１２倍） 

 

 

                                 

合      計   ６兆６，８７０億円（対前年度１．１６倍） 

 

うち、「新しい日本のための優先課題推進枠」 １兆４，１８１億円 
 

※上記のほか、委託者の負担に基づいて行う附帯・受託工事費 782 億円（前年度 869 億円）がある。 

 

 

 

 

○東日本大震災復興特別会計予算         ８，８３４億円 

 

 （うち、全国防災関係経費     ４２３億円）   

 

 

 

 

○財政投融資       ２兆４，３７６億円（対前年度０．８１倍） 

 
 

 財投機関債発行予定額        ２兆２，９５０億円（対前年度０．７９倍） 

 



第２ 平成２７年度予算概算要求の概要 

１．予算の重点化 

 東日本大震災の復興が山場を迎える中で、被災地が復興を実感できる取組を

加速する。また、地方の創生と人口減少の克服に向け、「国土のグランドデザ

イン 2050」で示された「コンパクト＋ネットワーク」等の考え方に基づく戦

略的な取組を推進するとともに、防災・減災、インフラ老朽化対策等による国

民の安全・安心の確保を図る。更に、我が国の成長の実現に向け、国際競争力

の強化等の取組を着実に実行する。これらの分野への選択と集中を通じて予算

の重点化を図る。 

 各事業・施策分野においては、ハード・ソフトの手段の選択・組合せを適切

に行い、その目的・成果に踏み込んできめ細かく重点化し、限られた予算で最

大限の効果の発現を図る。 

【項目】 
 

Ⅰ．東日本大震災からの復興加速 

・ 住宅再建・復興まちづくりの加速、事業の早期着手・適正な施工確保 

・ インフラの復旧・整備 

・ 被災した公共交通の復興の支援 

・ 被災地の観光振興 

・ 被災地におけるＰＰＰ／ＰＦＩの推進 
 

Ⅱ．地方の創生、人口減少の克服 

（１） 「コンパクト＋ネットワーク」の推進 

・ コンパクトシティの推進 

・ 「小さな拠点」の形成推進 

・ 地域の公共交通ネットワークの再構築 

・ 地域鉄道の安全性向上・活性化 

・ リスク軽減のための拠点の集約と安全・安心の確保 

・ 道路ネットワークによる地域・拠点の連携とインフラを賢く使う取組の推進 

・ 社会資本整備の重点化（社会資本整備総合交付金） 

（２） 産業・観光振興等による活力ある地域の形成 

・ 広域観光周遊ルートの形成促進など、地域の観光振興の促進 

・ 整備新幹線の着実な整備 

・ 地方空港・地方航空ネットワークの活性化 

・ 地域の基幹産業の競争力強化のための港湾整備 

・ 魅力ある空間の創出 

・ 地域交通のグリーン化、超小型モビリティの導入促進 

・ 公共施設・空間を活用したビジネス・雇用機会の創出 

・ 不動産市場の活性化、地籍整備の推進、地価公示の充実 

・ 地域経済を支える造船業の競争力強化 

・ 離島、奄美群島、小笠原諸島、半島等の条件不利地域の振興支援 

・ アイヌ文化復興等の促進のための民族共生の象徴となる空間の整備 

 

 



（３） 子育て・高齢化に対応した豊かな生活環境の整備 

・ 子育て支援・福祉政策と連携した住宅等の整備促進 

・ 空き家の活用と中古住宅・リフォーム市場活性化 

・ 鉄軌道駅のバリアフリー化等の推進 

・ 子育てや高齢者等に配慮した空間の創出 

（４） 国土計画の再構築 

・ 地方への国や企業の機能・施設等の移転促進等に向けた取組 

・ 「国土のグランドデザイン 2050」等を踏まえた国土形成計画の見直し等 
 

Ⅲ．国民の安全・安心の確保 

（１） 防災・減災、老朽化対策 

・ タイムラインの導入、地下街等における避難確保対策、「多重防御」の考え方に基づく防災・減災の推進 

・ 気象等の監視・予測システムの強化 

・ 電子防災情報システムの更なる強化 

・ 南海トラフ巨大地震・首都直下地震対策等の推進 

・ 密集市街地対策の推進、住宅・建築物の耐震化の促進 

・ 災害時における人流・物流の確保（一部再掲） 

・ 気候変動等に備えた災害リスクの最小化のための水害・土砂災害対策、既設のインフラを賢く使う取組 

・ インフラ老朽化対策等のための戦略的な維持管理・更新の推進 

・ 次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の推進 

・ 地域における総合的な防災・減災対策、老朽化対策等に対する集中的支援（防災・安全交付金）  

（２） 戦略的海上保安体制の構築等 

・ 尖閣領海警備専従体制の確立等 

・ 国際的な海上保安ネットワークの構築 
 

Ⅳ．成長戦略の具体化 

（１） 国際競争力の強化 

・ 防災性や環境性を備えた業務継続地区の構築や国際交流機能の強化 

・ 効率的な物流ネットワークの強化 

・ 首都圏空港等の機能強化 

・ 都市鉄道ネットワークの充実 

・ 国際コンテナ戦略港湾政策の深化と加速 

・ 資源・エネルギー等の安定的かつ安価な輸入の実現に向けた効率的な海上輸送網の形成 

・ 競争力強化のための社会資本の総合的整備（社会資本整備総合交付金）（再掲） 

・ ＰＰＰ／ＰＦＩの推進 

・ 海洋の開発・利用・保全の戦略的な推進 

・ インフラシステム輸出等の推進 

（２） 現場を支える技能人材の確保・育成対策等 

・ 建設業、運輸業、造船業等における人材確保・育成（一部再掲） 

・ 労働力不足に対応した物流の効率化 

（３） 訪日外国人 2000 万人時代に向けた観光立国の推進 

・ 訪日プロモーションの戦略的拡大・強化及びＭＩＣＥの誘致・開催の促進 

・ 広域観光周遊ルートの形成促進など、地域の観光振興の促進（再掲） 

・ 地方を直接訪問する外国人旅行者数の拡大に向けたプロモーションの強化や空港受入体制の充実等（再掲） 

・ 魅力ある空間の創出（再掲） 

（４） オリンピック・パラリンピック東京大会への対応 

・ 交通手段の確保やバリアフリー化、会場周辺の環境整備など、オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた対応の推進  


